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1.現状分析

日本の高齢化の現状

総人口
1億2,414万人(2024年)

2011年以降は着実に減少

高齢者数
3,646万人(2024年)

↓
3,953万人(2043年)

↓
3,367万人(2070年)
高齢者割合38.7%
（2.6人に1人）

図１ 日本総人口推計（万人）

【出典】総務省統計局「国勢調査報告（令和4年）国立社会保障・人口問題研究所「出生中位(死亡中位)」推計
(令和5年推計)より筆者作成



1.現状分析

介護職員とは？

77.3％22.7％

・男性従事者
→30歳、40歳代主流
・女性従事者
→40歳以上割合75％
→全体の77.3％

正規
労働職員

非正規
労働職員

＞

＜

施設介護職員

訪問施設介護職員

【出典】厚生労働省「介護業界で働いてみませんか～ハローワークで聞いてみよう！～」より筆者作成 

表１ 介護職員の役割



1.現状分析

介護職員の需給ギャップ

介護職員数
→20年間で約4倍に増加

しかし

有効求人倍率
→全職種：1.16倍
介護分野：3.71倍

現在も全産業より高水準で推移

需要が供給に追い付いていない
↓

事業を拡大したいのにできない事業所も
存在する

【出典】厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査の概況（平成12年~令和4年）」より筆者作成 

【出典】内閣府「有効求人倍率（介護関係職種）の推移」より筆者作成 

図２ 介護職員数（万人）

図３ 有効求人倍率



1.現状分析

都道府県別の高齢化率

日本国内では高齢化の進展が地域に
よって大きく異なる。

図４ 2022年都道府県別高齢者率

【出典】令和4年総務省「人口推計」より筆者作成

特徴①

高齢者割合全国平均：29.0％

秋田県（38.6%）
・全国で最も高齢者割合が高い。
・山間部や地方県に高齢化率が高い傾向が
ある。

特徴②

東京都（22.8%）
・全国で最も高齢者割合が低い。
・都市圏では、働き盛りの世代が多く、高齢
者の割合が低く抑えられる傾向がある



1.現状分析

都道府県別の介護職員不足度の現状

高齢化率同様、介護職員過不足度も地
域によって異なる

【出典】令和4年総務省「人口推計」より筆者作成

特徴①

施設介護職員不足度全国平均：68.7％

岐阜県（81.4%）
・全国で最も不足度が高い。
・中部地方では、高齢化が進む中、介護職員
の確保が追いついていない可能性が高い。

特徴②

福井県（54.7%）
・全国で最も不足度が低い。
・地域コミュニティが密接で、介護支援の
ネットワークが機能している可能性。

都道府県別施設介護職員不足度
介護労働実態調査における従業員の不足状況を①大いに不足 ②不足 ③やや不足 ④適当 ⑤過剰

の5調査項目のうち、①と②と③を加算した数値
値が高いほど不足感が強いことを表す

図５ 施設介護職員不足度



これらは各都道府県によって差異がある

高齢者数・高齢者率 介護人材過不足状況 サービスの質・立地

1.現状分析

介護人材の過不足を改善するには、各都道府県の状況に合わせた対応が求められる

「都道府県ごとの介護職員不足度に、どのような要因が影響を与えているのか」を問題意識とし、
分析を行い得られた分析結果から介護人材の不足率低下に向けた効果的な施策を提案する。



介護保険制度

要介護高齢者の増加 介護ニーズの増大 核家族化の進行 介護する家族の高齢化

従来の老人福祉、老人福祉施設の対応が限界

介護保険制度の創設（2000年施行）
高齢者の自立支援という理念に基づき、介護が必要な高齢者を社会全体で支える仕組み

①介護の枠を超えての高齢者の自立支援

②利用者の選択によってサービス受けることができる利用者本位

③給付と負担の関係を明確にした社会保険形式

1.現状分析



介護報酬制度（介護保険制度の一環）

・事業者が利用者(要介護者又は要支援者)に介護サービスを提供した
   場合に、その対価として事業者に支払われる報酬のこと

・費用はサービス内容や事業所の所在地に応じて、必要とされる平均費用
を勘定して設定

※要介護者とは
・要介護状態にある65歳以上の者
・要介護状態にある40歳以上65歳未満の者であって、その要介護状態の原因である身体上又は精神上の障害が加齢に
伴って生ずる心身の変化に起因する疾病であって政令で定めるもの（特定疾病）によって生じたもの
※要支援者とは
・要支援状態にある65歳以上の者
・ 要支援状態にある40歳以上65歳未満の者であって、その要支援状態の原因である身体上又は精神上の障害が特定疾病に
よって生じたもの

出典:厚生労働省（1997）「介護保険法」

1.現状分析



介護人材確保に向けての取り組み

日本全体の取り組み

 県ごと（一部の県）の取り組み

①2022年の介護職員不足度が最大、平均、最小の3県

岐阜県、大分県、福井県

②65歳以上人口の増加数が多い都市部から地方別に選んだ3県

東京都、大阪府、愛知県

1.現状分析



日本全体での取り組み

「参入促進」「資質の向上」「労働環 境・処遇の改善」を促進するための

6つの取り組み

1.介護に関する入門的研修

介護未経験者の参入促進を目的とし、介護に関する入門的研修を定めて実施を推進

2. 人材育成等に取り組む介護事業者の認証評価制度

職員の人材育成や就労環境等の改善に繋がる事業者の取組が一定の基準を満たした事業所につい
て認証を付与する制度

3.介護現場における多様な働き方導入モデル事業

ICT 機器の導入や休暇を取得しやすい職場づくりなど時代に合わせた働き方を導入して、効率的か
つ効果的な事業運営の全国展開を図る

1.現状分析



5.介護の仕事の魅力発信などによる普及啓発に向けた取り組み

 高齢化社会における福祉・介護サービスの意義を理解し、普及啓発・福祉人材の確保や定着を促進

4.介護のしごと魅力発信等事業

 福祉・介護の仕事理解度を高め、関心と魅力向上させることを目的とし、イベント、テレビ、
SNSを通じて全国に情報を発信

6.介護人材確保地域戦略会議

 都道府県とその福祉人材センターが一体となって人材確保の取り組みを進めるために開催

日本全体での取り組み（続き）
1.現状分析



県ごとの介護人材確保の取り組み①

2022年の介護職員不足度が最大（岐阜県）、平均（大分県）、最小（福井県）の3県

岐阜県

・「ぎふ・いきいき介護事業者」

岐阜県独自の人材育成事業者認定制度、これの取得に関する事業者向けの情報を「ぎふkaiGO!」で発信

大分県

・DXの導入、肉体労働を福祉機器で代用する「ノーリフティングケア」の推進

介護ロボットやICT機器の導入により、介護事業者の作業効率化・負担軽減

福井県

・介護現場の多様な働き方を導入するモデル事業を募集、実行

介護保険法上の指定または許可を受けた事業所に週3日制度や育児・出産休暇などの制度導入

1.現状分析



県ごとの介護人材確保の取り組み②
65歳以上人口の増加数が多い都市部から地方別に選んだ3県（東京都、大阪府、愛知県）

東京都

・「介護職員キャリアパス導入促進事業」

介護保険所職員のキャリアアップが可能な環境を整備、資格取得支援、離職率が改善した事業所への補助金

・「東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業」

介護職員の住宅費軽減

大阪府

・「大阪府介護・福祉人材確保戦略」の策定

幅広い世代の介護・福祉分野への就職・再就職促進、ハローワークの合同説明会、障害者やひとり親へ向けた支援

愛知県

・「愛知県介護人材育成認証評価事業」

第3者の調査による意識改革を目的とし、介護人材取り組みが優良な事業を認証・可視化

1.現状分析



これらは各都道府県によって差異がある

高齢者数・高齢者率 介護人材過不足状況 サービスの質・立地

1.現状分析

「都道府県ごとの介護職員不足度に、どのような要因が影響を与えているのか」を問題意識とし、
分析を行い得られた分析結果から介護人材の不足率低下に向けた効果的な施策を提案する。

各都道府県に合わせた介護人材確保のための取り組みを行っているが、
未だ介護職員不足度に差異がある



先行研究
• 川越雅弘（2014）「介護人材需給構造の現状と課題―介護職の安定的な確保に向けて」

• 花岡智恵（2015）「介護労働力不足はなぜ生じているのか」

• 吉村卓也（2023）「地域における人手不足問題」

• 涌井智子（2017）「3．多様化する家族介護と介護保険サービス」

• 田辺和俊・鈴木孝弘（2018）「都道府県の相対的貧困率の計測と要因分析」

・都市部と地方に分けて要因分析

・介護分野の変数を使用

・労働力人口の減少と高齢者人口の

増加を考慮した最新データの使用

・都道府県別に分析

・社会的・経済的要因を説明変数

に加える

共通点 相違点

2.先行研究



分析の方向性

◆介護職員不足度が全国的に高い
◆介護職員不足度に地域格差がある問題意識

◆国内全体の介護職員不足度を低くする

◆介護職員不足度の地域格差の改善

分析目的

◆都道府県別のパネルデータ

◆５時点（2018～2022年）
分析

3.分析



仮説

〇需要面：要介護者の周辺環境
生産年齢の者と同居している、近居しているなど介護をしてもらいやすい環境
にあれば、訪問介護や介護施設の利用率が低く、介護職員不足度が低くなる。

〇供給面：賃金
他の職業と比べて介護職の賃金比率が高く、相対的に賃金が魅力的であれば、
介護職員数が増え、介護職員不足度が低くなる。

3.分析



使用データ

データの期間：2018年～2022年【出典】使用データより著者作成

3.分析



3.分析



分析結果
• 両者に有意

生産年齢人口割合

平均世帯人員

• 施設介護職員のみ有意

地元就職の希望率希望

コロナダミー
【出典】使用データより著者作成

家庭内介護と地元就職を促進

3.分析



政策提言

①地元就職者（Uターン就職者含む）が多い

⇒地元の労働力確保＝介護職員不足感の解消

②世帯人数が多い

⇒家族間介護の機会増加＝介護職員不足感の解消

・地元就職者数を増加させる政策→地元就職支援、地元企業の認知

・家族間介護の機会を増加させる政策→介護休業制度の利用・周知

政策提言

4.政策提言



地元就職の困難

① 地元企業の情報が得れない

② 対面の企業説明会に参加できない

③ 金銭的補助政策を知らない（奨学

金補助制度など）

・WEB開催の企業説明会

・補助制度の認知

キャリアアドバイザーによる地元就職支援の紹介

4.政策提言



対象家族

介護休業制度

⚫ 労働者が要介護状態（負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障

害により、2週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態）

にある対象家族を介護するための休業

配偶者（事実婚含む）、父母
子、配偶者の父母、祖父母
兄弟姉妹、孫

対象家族1人につき3回まで
通算93日

利用期間/回数

介護休業取得率 男女計 1.4%(R4.3.31時点)

4.政策提言



家族介護の促進

40代になった際に介護休業制度の再研修

介護休業制度の利用促進

4.政策提言



まとめ

<分析結果>

・地元就職希望者の増加

・生産年齢世代の平均世帯人数の増加

⇒介護人材不足度は改善する

日本全体における介護サービスの需給ギャップ

介護人材不足度には地域格差があることを問題意識とし、要因を分析

5.まとめ



まとめ

<政策提言>

1. 地元就職者支援の認知度向上

2. 介護休業の研修制度の強化

・家族介護の促進が地域格差の改善に有効
→考察の範囲

・アンケート調査を基にした主観的データの使用

5.まとめ
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